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蔓
延・終
息・回
復
の
各
ス
テ
ー
ジ
で
ど
う
手
を
打
つ
か

資
金
を
め
ぐ
る
政
府
支
援
策
の

活
用
と
そ
の
後
の
対
応
策

第１章 新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
症
蔓
延
の
影
響
で
ど
の
企
業
も

グ
ロ
ー
バ
ル
を
含
め
て
資
金
的
な
不
安
を
感
じ
ら
れ
て
い
る
こ
と

と
思
わ
れ
る
。

第
１
章
で
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
症
蔓
延
状
況
に
応

じ
て
検
討
・
実
施
す
べ
き
ポ
イ
ン
ト
を
整
理
す
る
と
と
も
に
、
政

府
の
支
援
策
も
活
用
し
つ
つ
現
時
点
で
実
施
し
て
お
く
べ
き
こ
と

を
示
し
た
い
。
と
り
わ
け
資
金
繰
り
の
見
通
し
は
重
要
で
あ
る
。

第
２
章
で
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
収
束
が
み
え
て

き
た
タ
イ
ミ
ン
グ
で
今
後
、
自
社
の
事
業
再
生
を
ど
う
や
っ
て
進

め
て
い
く
べ
き
か
、
と
り
わ
け
棄
損
し
た
自
己
資
本
と
積
み
上

が
っ
た
借
入
金
の
処
理
が
問
題
と
な
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
、
財
務

内
容
の
改
善
の
た
め
の
再
生
手
法
を
ど
う
活
用
で
き
る
の
か
解
説

し
た
い
。

第
３
章
で
は
、
子
会
社
や
取
引
先
が
窮
地
に
陥
っ
た
際
に
自
社

と
し
て
ど
の
よ
う
な
支
援
の
し
か
た
が
あ
る
の
か
、
支
援
を
行

う
際
の
留
意
点
等
に
つ
い
て
解
説
し
た
い
。

な
お
、
文
中
意
見
に
係
る
部
分
は
あ
く
ま
で
私
見
で
あ
る
こ

と
を
申
し
添
え
て
お
く
。

【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
症
蔓
延

期
、終
息
期
、回
復
期
の
各
段
階
に
お
い

て
先
を
見
越
し
て
打
ち
手
を
検
討
し
て

い
く
必
要
が
あ
る
。

●
と
り
わ
け
資
金
の
確
保・資
金
繰
り
の
見

通
し
が
第一で
あ
り
、そ
の
た
め
に
利
用

で
き
る
政
府
の
施
策
は
最
大
限
利
用
す

べ
き
で
あ
り
、常
に
最
悪
の
リ
ス
ク
シ
ナ

リ
オ
を
想
定
し
た
備
え
が
必
要
で
あ
る
。

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
へ
の

影
響今

回
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

に
よ
る
企
業
活
動
へ
の
影
響
は
、
移
動
の

制
限
、
人
と
人
と
の
接
触
が
抑
え
ら
れ
る

こ
と
か
ら
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
需
要
の
急
減
、

個
人
・
法
人
と
も
に
消
費
需
要
の
低
迷
を

招
き
、
需
要
減
→
固
定
費
支
出
を
賄
う
た

め
の
借
入
れ
増
→
利
益
・
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・

フ
ロ
ー
の
低
下
→
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
の
悪

化
と
い
う
負
の
サ
イ
ク
ル
が
形
成
さ
れ
て

い
る
。
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
は
、
フ
ロ
ー
と

し
て
の
利
益
の
悪
化
と
ス
ト
ッ
ク
と
し
て

の
保
有
資
産
の
減
損
を
通
じ
て
純
資
産
の

悪
化
と
借
入
金
の
増
加
と
い
っ
た
形
で
顕

在
化
し
て
い
く
こ
と
に
な
る（
図
表
１
参

照
）。
特
に
海
外
の
Ｍ
＆
Ａ
に
よ
り
巨
額

の
の
れ
ん
が
計
上
さ
れ
て
い
る
企
業
に
つ

い
て
は
潜
在
的
に
の
れ
ん
の
減
損
リ
ス
ク

を
抱
え
て
お
り
、
今
回
の
件
で
顕
在
化
す

（図表１）　バランスシートの悪化イメージ

運転資産
（現預金含む）

運転資産
（現預金含む）

純資産純資産

有形固定資産
有形

固定資産

有利子負債

有利子負債

のれん
のれん

運転負債

運転負債

運転資本の減少
有利子負債の増加

有形固定資産の減損
のれんの減損

Before B/S After B/S
対　策

DES

有利子負債の返済計画
（資産売却、リスケ）

資本の充実
（配当・自社株買いの停
止、増資）

バランスシートの収縮

（出所）　筆者作成
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第１特集

る
こ
と
も
予
想
さ
れ
る
。

 
終
息
を
見
越
し
た

シ
ナ
リ
オ
の
検
討

感
染
の
終
息
時
期
が
見
通
せ
な
い
な

か
、
仮
に
蔓
延
期
、
終
息
期
、
回
復
期
の

３
段
階
に
分
け
た
場
合
に
そ
れ
ぞ
れ
の
段

階
で
検
討
す
べ
き
ポ
イ
ン
ト
が
あ
る（
図

表
２
参
照
）。
い
つ
か
終
息
時
期
は
訪
れ

る
た
め
、
今
の
段
階
か
ら
先
行
き
を
見
通

し
た
打
ち
手
を
検
討
し
て
お
く
こ
と
が
肝

要
で
あ
る
。
特
に
シ
ナ
リ
オ
は
常
に
複
数

持
っ
た
う
え
で
常
に
最
悪
の
状
態
を
想
定

し
て
検
討
し
て
お
く
こ
と
が
危
機
対
応
上

も
重
要
で
あ
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な

い
。
社
内
に
ク
ロ
ス
フ
ァ
ン
ク
シ
ョ
ナ
ル

チ
ー
ム
を
組
成
し
、
各
部
署
、
各
拠
点
、

グ
ル
ー
プ
会
社
、
取
引
先
な
ど
社
内
外
の

あ
ら
ゆ
る
先
か
ら
情
報
を
入
手
、分
析
し
、

資
金
繰
り
の
見
通
し
を
常
に
ア
ッ
プ
デ
ー

ト
し
て
い
く
こ
と
が
望
ま
し
い
。

特
に
第
一
段
階
の
蔓
延
期
に
お
い
て
は

何
と
い
っ
て
も
必
要
な
資
金
の
手
元
確
保

が
最
優
先
事
項
で
あ
る
。
売
上
の
減
少
が

い
つ
ま
で
続
く
の
か
、
い
つ
か
ら
ど
の
程

度
回
復
す
る
の
か
に
よ
っ
て
資
金
繰
り
予

測
は
大
き
く
変
わ
っ
て
く
る
。そ
の
た
め
、

合
理
的
な
前
提
を
置
い
て
パ
ラ
メ
ー
タ
を

設
定
し
た
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
が
重
要
と

な
る
。
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
上
は
常
に
ボ

ト
ム
シ
ナ
リ
オ
を
作
成
し
、
ス
ト
レ
ス
耐

性
を
測
っ
て
お
く
こ
と
が
肝
要
で
あ
る
。

政
府
支
援
策
の
活
用

当
然
の
こ
と
な
が
ら
政
府
の
支
援
策
の

活
用
に
関
し
て
も
随
時
検
討
し
て
い
く
こ

と
が
望
ま
し
い
。
た
と
え
ば
、
２
０
２
０

年
５
月
８
日
現
在
で
各
省
庁
か
ら
公
表
さ

れ
て
い
る
も
の
が
か
な
り
の
数
存
在
し
て

お
り
、
大
企
業
・
中
堅
企
業
で
も
利
用
で

き
る
施
策
が
多
い（
図
表
３
参
照
）。
自
助

努
力
で
支
出
が
抑
制
で
き
る
施
策
と
あ
わ

せ
て
検
討
し
、
資
金
繰
り
の
見
通
し
に
反

映
さ
せ
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

蔓
延
期
の
対
応

蔓
延
期
に
お
い
て
は
支
出
を
最
小
限

に
と
ど
め
る
だ
け
で
な
く
、
在
庫
の
削

減
、
フ
ァ
ク
タ
リ
ン
グ
の
活
用
等
に
よ
る

売
上
代
金
の
早
期
回
収
、
仕
入
代
金
の
支

払
猶
予
な
ど
運
転
資
金
の
改
善
も
重
要
と

な
る
。
ま
た
、
不
要
不
急
の
修
繕
費
や
設

備
投
資
の
抑
制
、
配
当
・
自
社
株
買
い
の

停
止
、
広
告
宣
伝
費
の
抑
制
、
人
員
採
用

の
抑
制
な
ど
の
施
策
も
早
急
に
検
討
す
る

必
要
が
あ
る
。
と
り
わ
け
グ
ロ
ー
バ
ル
展

開
し
て
い
る
企
業
に
と
っ
て
は
海
外
か
ら

蔓延期（想定期間：半年から1年）

緊急・短期的対応方針

□主要ステークホルダーの管理
・株主・投資家、債権者、顧客、サプライヤーの期待値コントロールに必要な積極的なコミュニケーション

主
な
検
討
項
目

□有事対応クロスファンクショナルチームの組成
□資金繰り予測、複数シナリオの策定、シナリオごとの
対応方針の策定（特にボトムシナリオ）

□政府系金融機関、民間金融機関の特別融資の活用
□政府の支援措置（納税猶予、社会保険料繰延べなど）
の活用

□助成金申請、一時帰休、整理解雇など人件費対策の
検討

□売掛金、買掛金の管理、在庫コントロール
・主要取引先の資金繰りについて考慮が必要
□賃料支払猶予・減額検討
□裁量的な事業費、修繕費・設備投資の管理

□中期経営計画・事業戦略の見直し
・サプライチェーン（取引先、生産・販売拠点）の見直し
・事業（グループ会社）・製品ポートフォリオの見直し
・ノンコア事業・資産の抽出
□BCP（事業継続計画）の見直し
□資本政策、返済計画の見直し

・減損リスクの試算
・資本の充実
・借入金の圧縮（ノンコア・資産の売却など）

中長期的対応方針

終息期（想定期間：半年から1年） 回復期

（図表２）　新型コロナウイルスの感染拡大状況に応じた主な検討項目

企
業
の
業
績
予
想 損益分岐点

シナリオ１

シナリオ２

シナリオ３

（出所）　筆者作成

資金繰り予測モデル 中期経営計画修正モデル
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（出所）　各省庁公表資料（2020年5月8日現在）より抜粋

項目 内容
資金繰

り
対策

DBJ・ 商
工中金に
よる 危 機
対応融資

【融資対象】新型コロナウイルス感染症の影響を受
け、最近1カ月の売上高が前年または前々年の同期
に比し5％以上減少している事業者またはこれと類似
の状況にある事業者

【資金の使いみち】設備資金、運転資金等
【貸付期間】設備20年以内、運転15年以内
【うち据置期間】５年以内
【融資額】危機対応制度に定める範囲で資金ニーズ等
を踏まえて決定

【金利】期間とリスクに応じた金利体系に基づき、一
般の金利情勢等に応じて決定

給付金 事業の持
続化給付
金

【給付対象者】
中堅企業、中小企業、小規模事業者、フリーランス
を含む個人事業者等、その他各種法人等で、新型コ
ロナウイルス感染症の影響により、売上が前年同月
比で50％以上減少している者

【給付額】
前年の総売上（事業収入） —（前年同月比▲50％月
の売上×12カ月）
※　上記の算出方法により、法人は200万円以内、

個人事業者等は100万円以内を支給。
雇用
維持

雇用調整
助成金の
特例措置

【特例の対象となる事業者】
新型コロナウイルス感染症の影響を受ける全事業主

【特例措置の内容】※下線が令和２年４月１日から拡大
○助成内容・対象の大幅な拡充
※　令和２年４月１日から令和２年６月30日までの休

業等に適用
①　休業手当に対する助成率を引上げ（中小企業

4/5、大企業2/3）
②　解雇等行わない場合、助成率の上乗せ（中小企

業9/10、大企業3/4）
③　教育訓練を実施した場合の加算額の引上げ（中

小企業2,400円、大企業1,800円）
④　新規学卒者など、雇用保険被保険者として継続

して雇用された期間が６カ月未満の労働者も助成
対象

⑤　１年間に100日の支給限度日数とは別枠で利用
可能

⑥　雇用保険被保険者でない労働者の休業も対象
に

○受給要件のさらなる緩和
※　休業等の初日が令和２年１月24日以降のものに

遡って適用
⑦　生産指標の要件を緩和（対象期間の初日が令和

２年４月１日から令和２年６月30日までの間は、
５％減少）

⑧　最近３カ月の雇用量が対前年比で増加していて
も助成対象

⑨　雇用調整助成金の連続使用を不可とする要件
（クーリング期間）を撤廃

⑩　事業所設置後１年以上を必要とする要件を緩和
※　中小企業の令和２年４月８日以降の休業等に遡

及して適用
⑪　休業要請を受けた場合、助成率100％
⑫　休業要請を受けていなくても、休業手当の支払

率が60％超の部分の助成率100％
税金
関係

納税猶予
の特例

2月以降、売上が減少（前年同月比▲20％以上）し
たすべての事業者について、無担保かつ延滞税なし
で納税を１年間猶予。法人税や消費税、固定資産税
など、基本的にすべての税が対象。

欠損金の
繰戻し還
付対象の

拡大

資本金１億円以下の中小企業は、前年度黒字で
今年度赤字の場合、前年度に納付した法人税の一
部還付を受けることができる。

今般、本制度の適用対象を、資本金10億円以下
の中堅企業にも拡大。

税金
関係

災害損失
欠損金の
繰 戻し還
付制度の
適用

新型コロナウイルス感染症の影響により損失が発
⽣した場合には、災害損失⽋損⾦の繰戻しによる法
⼈税額の還付を受けられる場合がある。
※　災害損失欠損金の繰戻し還付制度とは、災害に

より災害損失欠損金が生じた法人について、災害
のあった日から同日以後１年を経過する日までの
間に終了する各事業年度または災害のあった日か
ら同日以後６カ月を経過する日までの間に終了す
る中間期間において生じた災害損失欠損金額を、
その災害欠損事業年度開始の日前１年（青色申告
書を提出する法人である場合には、前２年）以内
に開始した事業年度に繰り戻して法人税の還付を
受けることができる制度。

その他
公的

支出、
公共料
金関係

厚生年金
保険料等
の猶予制
度の適用

次のいずれかに該当する場合であって、厚生年金
保険料等を一時的に納付することが困難な時は、管
轄の年金事務所を経由して地方（支）局長へ申請する
ことにより、納付の猶予が認められる場合がある。
①　財産について災害を受け、または盗難にあった

こと
②　事業主またはその生計を一にする親族が病気に

かかり、または負傷したこと
③　事業を廃止し、または休止したこと
④　事業について著しい損失を受けたこと
納付の猶予が認められると、

・猶予された金額を猶予期間中に各月に分割して
納付することになる。

・延滞による財産の差押えや換価（売却等現金化）
が猶予される。

・猶予期間中の延滞金が一部免除される。
国民健康
保 険、 後
期高齢者
医 療 制
度 および
介護保険
の保険料

（税）等の
徴収猶予

特別な理由がある者については、条例等の定める
ところにより、保険者の判断で、保険料（税）の徴収
猶予を行うことが可能とされているので、これを踏
まえ、各保険者において、これについての周知も含め、
適切な運営を要請している。

電 気・ ガ
ス料 金 の
支払猶予

個人または企業にかかわらず、新型コロナウイル
ス感染症拡大の影響により、電気・ガス料金の支払
に困難な事情がある方に対しては、その置かれた状
況に配慮し、料金の未払いによる供給停止の猶予な
ど、電気・ガス料金の支払の猶予について、柔軟な
対応を行うことを経済産業省が要請（4月24日）。

テナント
賃料

テ ナ ント
の賃 料を
免 除した
場合の損
失の税務
上の損金
算入

⑴　法人・個人が、新型コロナウイルス感染症の
影響により賃料の支払が困難となった取引先に対
し、不動産を賃貸する所有者等が当該取引先の営
業に被害が生じている間の賃料を減免した場合、
次の条件を満たすような場合等には、その免除に
よる損害の額は、寄附金に該当せず、税務上の損
金として計上することが可能であることが明確化
された。
①　取引先等において、新型コロナウイルス感染

症に関連して収入が減少し、事業継続が困難と
なったこと、または困難となるおそれが明らか
であること

②　実施する賃料の減額が、取引先等の復旧支援
（営業継続や雇用確保など）を目的としたもの
であり、そのことが書面などにより確認できる
こと

③　賃料の減額が、取引先等において被害が生じ
た後、相当の期間（通常の営業活動を再開する
ための復旧過程にある期間をいう）内に行われ
たものであること

⑵　また、取引先等に対してすでに生じた賃料の減
免（債権の免除等）を行う場合や、テナント以外の
居住用物件や駐車場などの賃貸借契約について
も、同様に取り扱われる。

（図表３）　大企業・中堅企業向け資金繰り対策の主な施策
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第１特集

の
タ
イ
ム
リ
ー
な
資
金
の
吸
上
げ
が
難
し

い
場
合
も
多
く
、
グ
ル
ー
プ
全
体
で
の

キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
強
化
も

喫
緊
の
課
題
と
な
る
こ
と
が
多
い
。
グ

ル
ー
プ
各
社
に
お
け
る
自
力
で
の
資
金
調

達
力
が
ど
の
く
ら
い
あ
る
の
か
、
親
会
社

の
支
援
は
ど
の
程
度
必
要
な
の
か
に
つ
い

て
も
情
報
を
タ
イ
ム
リ
ー
に
ア
ッ
プ
デ
ー

ト
す
る
し
く
み
が
欠
か
せ
な
い
が
、
子
会

社
の
資
金
管
理
能
力
に
ば
ら
つ
き
が
あ
る

場
合
に
は
親
会
社
が
指
導
力
を
発
揮
す
べ

き
と
考
え
る
。

か
か
る
非
常
事
態
下
で
も
ま
ず
は
一
時

帰
休
等
の
実
施
に
よ
り
拡
充
さ
れ
た
雇
用

調
整
助
成
金
を
活
用
し
て
人
員
の
整
理
解

雇
は
最
小
限
に
と
ど
め
た
い
。
固
定
費
削

減
だ
け
を
目
的
と
し
た
安
易
な
人
員
削
減

は
、
回
復
期
に
お
け
る
復
元
力
を
削
ぐ
こ

と
に
な
り
か
ね
な
い
の
で
慎
重
な
検
討
が

必
要
で
あ
る
。

終
息
期
の
対
応

終
息
期
に
差
し
掛
か
っ
た
タ
イ
ミ
ン
グ

で
は
、
⑴
今
後
の
経
営
戦
略
の
見
直
し
、

⑵
事
業
継
続
計
画
の
見
直
し
、
⑶
資
本
政

策
お
よ
び
借
入
金
返
済
計
画
の
検
討
が
必

要
と
な
る
。

（図表４）　BCPの検討アプローチ

R&D
（研究所）

経営資源 対応方針
建物（施設） ・代替オフィス、オフィスの分散化

・交代制、在宅勤務　等
設備 ・備蓄

・必要な備品類確保　等
テクノロジー

（IT、情報システム）
・情報システムの二重化
・複数のサーバー拠点
・手作業対応　等

人的資源
（従業員等）

・代替要員確保
・シフト勤務体制
・従業員の応受援体制構築　等

取引先
（仕入先、業務委託先等）

・複数取引先の選定
・代替取引先の確保　等

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
か
ら

の
リ
ス
ク
評
価

経
営
資
源
か
ら
の

対
応
方
針
の
検
討

仕入先 外注先 外部倉庫 得意先

管理部門（本社）

製造
（工場）

調達購買
（本社）

物流
（保管庫）

販売
（営業所）

（出所）　筆者作成

（図表５）　ステージごとにおける打ち手

M&A 

バリューアップ

事業／資産ポートフォリオ見直し
事業／資産売却

デットリストラクチャリング

コンティンジェンシー
バックアッププラン 

実質債務超過

事業／資産ポートフォリオ見直し
事業／資産売却

自主廃業
ディストレスト M&A

私的整理による抜本的な金融支援
（債権放棄、DES）

事業再生型法的整理

破産

平時モード

危機モード

経営陣 影響力 債権者

良
好

企
業
業
績

悪
化

時の経過

（出所）　筆者作成

⑴　
経
営
戦
略
の
見
直
し
と
中
期
経

営
計
画

需
要
の
回
復
を
ど
う
予
測
す
る
か
に

よ
っ
て
ト
ッ
プ
ラ
イ
ン
は
変
わ
っ
て
く
る

も
の
の
、
感
染
症
の
特
性
か
ら
な
か
な
か

Ｖ
字
回
復
は
難
し
い
と
考
え
ら
れ
る
。
こ

れ
を
機
会
に
事
業
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
の
見

直
し
、
グ
ロ
ー
バ
ル
・
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー

ン（
供
給
網
）の
再
構
築
を
行
う
企
業
も
多

い
と
思
わ
れ
、
そ
の
結
果
と
し
て
、
事
業

の
選
択
地
集
中
に
よ
る
売
却
、
非
中
核
資

産
の
売
却
、
工
場
・
営
業
所
等
の
拠
点
統

廃
合
な
ど
が
検
討
さ
れ
る
は
ず
で
あ
る
。

テ
レ
ワ
ー
ク
の
推
進
や
働
き
方
改
革
、
Ｉ
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Ｔ
技
術
の
進
歩
が
よ
り
一
層
こ
の
動
き
を

加
速
さ
せ
、
本
社
ス
ペ
ー
ス
の
縮
小
、
サ

テ
ラ
イ
ト
拠
点
の
拡
充
な
ど
の
動
き
が
予

測
さ
れ
る
。

こ
れ
ら
事
業
再
構
築
を
織
り
込
ん
だ
中

期
経
営
計
画
を
再
策
定
し
、
株
主
・
投
資

家
・
金
融
機
関
な
ど
の
ス
テ
ー
ク
ホ
ル

ダ
ー
に
業
績
見
通
し
を
適
時
に
開
示
し
て

い
く
べ
き
で
あ
る
。
実
際
、
東
京
証
券
取

引
所
も
不
確
実
な
予
測
で
あ
っ
て
も
一
定

の
前
提
を
置
い
た
業
績
見
通
し
の
開
示
を

求
め
て
い
る
。

⑵　
事
業
継
続
計
画（
Ｂ
Ｃ
Ｐ
）

こ
れ
ま
で
は
地
震
や
水
害
な
ど
自
然
災

害
を
想
定
し
た
Ｂ
Ｃ
Ｐ
計
画
が
多
か
っ
た

が
、
今
回
の
よ
う
な
感
染
症
が
今
後
も
発

生
す
る
こ
と
を
想
定
し
た
Ｂ
Ｃ
Ｐ
計
画
の

策
定
も
重
要
と
な
る
。
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー

ン
に
お
け
る
リ
ス
ク
を
評
価
し
、
そ
れ
を

整
理
し
た
う
え
で
有
事
を
想
定
し
た
対
応

マ
ニ
ュ
ア
ル
の
策
定
・
準
備
が
必
要
で
あ

る
。
対
応
方
針
は
、
企
業
の
主
な
経
営
資

源（
建
物
、
設
備
、
Ｉ
Ｔ
、
人
的
資
源
、

取
引
先
）別
に
決
定
し
て
い
く
こ
と
が
肝

要
で
あ
る（
図
表
４
の
イ
メ
ー
ジ
）。

⑶　
資
本
政
策
・
借
入
金
返
済
計
画

長
引
く
蔓
延
期
に
お
い
て
売
上
減
少
、

資
産
の
減
損
等
に
よ
り
自
己
資
本
が
棄
損

し
て
い
る
企
業
が
増
え
て
い
る
と
思
わ
れ

る
。
急
速
な
利
益
の
Ⅴ
字
回
復
が
望
め
な

い
状
況
下
で
は
自
己
資
本
の
回
復
は
、
増

資
、デ
ッ
ト
・
エ
ク
イ
テ
ィ
・
ス
ワ
ッ
プ（
Ｄ

Ｅ
Ｓ
）等
の
手
段
に
頼
ら
ざ
る
を
得
な
い
。

Ｄ
Ｅ
Ｓ
の
場
合
に
は
同
時
に
債
務
の
圧
縮

が
図
れ
る
こ
と
に
な
る
が
、
ど
ち
ら
の
場

合
も
そ
の
後
の
回
復
・
成
長
戦
略
を
資
本

提
供
者
に
対
し
て
示
す
必
要
が
あ
り
、
⑴

の
事
業
再
構
築
計
画
と
連
動
し
て
検
討
す

る
こ
と
に
な
ろ
う
。
Ｄ
Ｅ
Ｓ
の
場
合
の
留

意
点
に
関
し
て
は
後
述
す
る
。

終
息
期
か
ら

回
復
期
の
対
応

終
息
期
か
ら
回
復
期
に
か
け
て
は
自
社

が
ど
の
ス
テ
ー
ジ
に
い
る
か
に
よ
っ
て
打

ち
手
が
変
わ
っ
て
く
る
と
考
え
ら
れ
る
。

図
表
５
の
よ
う
に
ス
テ
ー
ジ
ご
と
に
打
ち

手
を
検
討
し
、
中
期
経
営
計
画
を
修
正
・

更
新
し
て
い
く
こ
と
が
望
ま
し
い
。

前
提
と
な
る
８
つ
の
ポ
イ
ン
ト
と
は
？

自
社
が
事
業
再
生
を
行
う
場
合
の

ス
キ
ー
ム
選
択
上
の
留
意
点

第２章
【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
終
息
後

の
リ
カ
バ
リ
ー
に
際
し
て
は
、事
業
の

回
復
に
加
え
、傷
ん
だ
財
務
の
立
て
直

し
と
積
み
上
が
っ
た
借
入
金
の
返
済
が

喫
緊
の
課
題
と
な
る
。

●
事
業
再
生
の
枠
組
み
に
は
法
的
整
理
と

私
的
整
理
が
あ
り
、実
際
に
は
さ
ま
ざ

ま
な
金
融
支
援
の
手
法
と
組
み
合
わ
せ

て
選
択
さ
れ
る
こ
と
、手
続
を
進
め
る

う
え
で
前
提
と
な
る
自
社
の
実
態
把
握

の
８
つ
の
ポ
イ
ン
ト
と
債
権
者
が
求
め

る
経
済
合
理
性
や
支
援
の
要
件
は
押
さ

え
て
お
き
た
い
。

●
ス
ポ
ン
サ
ー
型
等
抜
本
的
な
事
業
再
生

ス
キ
ー
ム
が
選
択
さ
れ
る
場
合
に
は
、

債
務
免
除
益
課
税
回
避
の
ポ
イ
ン
ト
に

つ
い
て
理
解
し
て
お
き
た
い
。

回
復
期
に
差
し
掛
か
っ
た
際
に
、
自
社

が
事
業
再
生
の
ス
テ
ー
ジ
に
陥
っ
て
し

ま
っ
た
場
合
の
対
処
法
に
つ
い
て
説
明
し

た
い
。

自
社
の
事
業
再
生
を
考
え
る
う
え
で

は
、
事
業
の
持
続
可
能
性
が
最
も
重
要
な

要
素
と
な
る
。
事
業
の
持
続
可
能
性
を
測

る
要
素
と
し
て
は
、
企
業
全
体
も
し
く
は

事
業
ご
と
の
将
来
フ
リ
ー
・
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・

フ
ロ
ー
（
＝
営
業
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

＋
投
資
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
）が
プ
ラ

ス
で
推
移
す
る
か
、
そ
れ
が
持
続
可
能
で

あ
る
か
ど
う
か
で
あ
る
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
る
影
響
に
よ
り
事
業

の
先
行
き
が
不
透
明
な
な
か
、
持
続
可
能

な
フ
リ
ー
・
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
を
見


